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Ⅰ　令和３年度10月補正予算総括表【産業労働局関係】

（一般会計）

　　  内  訳

 科  目

国庫
支出金

県  債 その他

7,889,419 0 7,889,419 － － － －

(項)労政費 4,742,690 － 4,742,690 － － － －

(項)職業訓練費 2,537,974 － 2,537,974 － － － －

(項)雇用対策費 339,930 － 339,930 － － － －

(項)労働委員会
費 268,825 － 268,825 － － － －

531,400,817 885,174 532,285,991 885,174 － － －

(項)商工総務費 505,205,121 885,174 506,090,295 885,174 － － －

中小企業等支援給付金
事業費

(項)工業費 5,357,450 － 5,357,450 － － － －

(項)商工金融費 20,838,246 － 20,838,246 － － － －

539,290,236 885,174 540,175,410 885,174 － － －

－ － － － － － －

539,290,236 885,174 540,175,410 885,174 － － －

（特別会計）

2,833,879 － 2,833,879 － － － －

（一般会計＋特別会計）

542,124,115 885,174 543,009,289

（単位：千円）

令和３年度
現計予算額
　　　　Ａ

令和３年度
10月補正
予算

　　　　　Ｂ

計
Ａ+Ｂ

補正予算額の財源内訳

説　　　　明特  定  財  源

一般財源

(款)労働費

(款)商工費

小　　     計

 産業労働局
 ・労働委員会計

中小企業資金会計

 産業労働局
 ・労働委員会合計

使途を指定しない収入

－1－
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【予算に関する説明書（その４） ４頁】 

 

Ⅱ 令和３年度10月補正予算の内容【産業労働局関係】 

 

１ 新型コロナウイルス感染症対策に係る事業者支援について 

 

 ８款 商工費  １項 商工総務費 

  

 中小企業等支援給付金事業費 

 

(1) 目的 

   「営業時間の短縮」要請等により、売上に影響を受けている事業者を

支援する。 

 

(2) 内容 

国の月次支援金に対して、県独自に給付金額を加算するとともに、支

援対象者を拡大する。 

 

(3) 予算額  885,174千円 
 
 
 ＜酒類販売事業者支援給付金＞ 

支援対象者 
前(々)年比の 10月の売上が、30％以上減少又は９・10月の２ヵ月連

続で 15％以上減少した中小企業者等のうち、酒類販売事業者等 

支援対象期間 令和３年 10月 

支 援 内 容 

 

 
売上減少率 

(対前(々)年同月比) 
月次支援金(国) 支援給付金(県) 合計(上限額） 

加 算 

90％以上 

法人:20万円/月 

個人:10万円/月 

法人:60万円/月 

個人:30万円/月 
法人:80万円/月 

個人:40万円/月 
70％以上 

90％未満 
法人:40万円/月 

個人:20万円/月 
法人:60万円/月 

個人:30万円/月 
50％以上 

70％未満 
法人:20万円/月 

個人:10万円/月 
法人:40万円/月 

個人:20万円/月 

対象者 

の拡大 

30％以上 

50％未満 
― 

法人:20万円/月 

個人:10万円/月 
法人:20万円/月 

個人:10万円/月 
９・10月の

２ヵ月連続

で15％以上 
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＜中小企業者等支援給付金（酒類販売事業者等を除く）＞ 

支援対象者 
前(々)年比の 10 月の売上が、50％以上減少した中小企業者等(国の

月次支援金を受給した事業者で酒類販売事業者等を除く) 

支援対象期間 令和３年 10月 

給付額(定額) 中小法人：５万円／月、個人事業者：2.5万円／月 

 

 


